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(3)計画期間

新市建設の基本方針 (将来像)については、将来を展望した長期的

な視点に立つものとし、主要施策、財政計画については、合併後20
年間 (平成17年度から平成37年度まで)について定めるものとし

ます。

(3)計画期間

新市建設の基本方針 (将来像)については、将来を展望した長期的

な視点に立つものとし、主要施策、財政計画については、合併後10
年間 (平成17年度から平成27年度まで)について定めるものとし

ます。



新市の人□は、平成7年から平
大震災後の市内居住実態を踏まえ、コーホート要因法 (国勢調査のデ
―夕を基に、生残率や出生率などの要因を加味し、変化率により将来
の人□を推計する応法)による推計に政策的な人□増加等を加味して
算出しています。

その結果、平成 12年 (2000年 )の国勢調査結果の人□75,246
人、老年人□の構成比21.9%が、平成36年(2024年 )には55,567
人、37.8%となり、人口の減少、老年人□の構成比の増加が更に一
段と進むものと見込まれます。

世帯数については、0召不□60年から平成22年までのΩ回の国勢調
査結果及び東日本大震災後の人□変化を踏まえ推計した結果、平成
12年の世帯数22,435、 一世帯当人数 3.35人から、平成 36年に
は世帯数24171、 一世帯当人数 2.30人へと、世帯数の増加、一世
帯当人数の減少が進むものと見込まれます。

新市の人□は、平成7年及び平成 12年の国勢調査結果に基づき、
コーホート要因法 (国勢調査のデータを基に、生残率や出生率などの
要因を加味し、変イじ率により将来の人□を推計する方法)により推計
した 3市町の推計人□を合計して算出しています (但 し、計算にあた
つては平成7年の人□は、原町市・鹿島町において火ヵ発電所建設に
伴う一時的人□増に配慮し、計算前に補正を行った数値を用いていま
す)。

その結果、平成 12年 (2000年 )の国勢調査結果の人口75,246
人、者年人口の構成Lヒ 219%が、平成26年(2014年 )には69,490
人、29.3%となり、人□の減少、者年人□の構成比の増加が更に一段
と進むものと見込まれます。

世帯数については、8召和 60年から平成 12年までの4回の国勢調
査結果に基づき、3市町合計の一世帯当人数の数値をトレンド法によ
り推計した結果、平成 12年の世帯数22,435、 一世帯当人数 3.35
人から、平成 26年には世帯数24,590、 一世帯当人数 2.83人へと、
世帯数の増加、一世帯当人数の減少が進むものと見込まれます。
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新市の就業構造を、昭TE1 60年 から平成22年までのo回の国勢調
査結果及び東日本大震災後の人□変化を踏まえ推計した結果、就業人
□総数は平成 12年の 37,577人から、平成 36年には 21,617人
へと、総人□の減少に運動する形で、大き<減少が見込まれます。

また、産業大分類の就業人□の推計値は下表のとおりであり、第 1

次産業就業者数は平成 12年の 3,291人 (8.8%)から、平成 36年
には 1,729人 (8.0%)へと減少が続き、第2次産業就業者数も減少
で推移するのに対し、第3次産業就業者数は平成 12年の 19,634人
(52.3%)か ら平成 36年には 14894人 (68.9%)へ と就業人□

が減少する一方で就業割合については増加傾向で推移するものと見
込まれます。

新市の就業構造を、昭和 60年から平成 12年までの4回の国勢調
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〈人口・世帯の見通し〉

(単位 :人、%)

品
｀`ヽヽ` 、、、、I 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成36年

年平均伸び率

H7-H12 H12-H17 H17-H22 H22-H27 H27-H32 H32-H36

総人口 77,860 75,246 72,837 70,87〔 54,501 56,996 55,567 ∠ゝ 0.68 △ 0.6[ △ 0.54 △ 5.12 0.90 ∠ゝ 0.51

年少人口

(14歳 以下)

13,512 11,361 10,371 9,649 5,026 5,489 5,821
△ 3.41 △ 1.81 △ 1.43 ∠ゝ 12.23 1.78 1.1

(17.4%) 1%) (14.2%) (13.6%) (9.2%) (9.6%) (10.5%)

生産年齢人口

(15～ 64歳 )

50,142 47,20〔 44,584 30,887 30,449 28,746
△ 1.20 △ 1.14 △ 1.10 △ 6.05 △ 0.29 △ 1.1

(64.4%) (62.7%) (61.2%) (59.5%) (56.7%) (53.4%) (51.7%)

老年人口

(65歳 以上 )

14,206 16,451 17,83( 18,809 18,588 21,058 21,000
2.98 1.6[ 1.07 △ 0.24 2.53 △ 0.06

(18.2%) (21,9%) (24.5%) (26.5%) 1%) (36.9%) (37.8%)

世帯数 22,55C 22,43[ 23,003 23,640 19,987 22,982 △ 0.10 0.50 0.55 △ 3.3C 2.83 1.01

一世帯 当人数 3.45 3.3[ 3.17 3.00 2.73 2.48 2.30

1日

(人 口 '世帯の見通し〉

(単位 :人、%)

年

夏目
平成 7年 平成 12年 平成 17奪 平成 21年 平成 26奪

年平均伸び率

H7-H12 H12-H17 H17-H21 H21-H26

総人口 77,860 75,246 73,560 71,990 69,490 △ 0.68 △ 0.45 △ 0 54 △ 0 70

年少人口

(14歳以下 )

13,512

(17 4%)

11,361

(151%)

10,530

(14.3%)

10,150

(141%)

9,710

(14 0%)
△ 3.41 △ 1.51 △ 091 △ 0 88

生産年齢人口

(15～ 64歳 )

50,142

(64.4%)

47,208

(62 7%)

45,160

(61.4%)

43,220

(60.0%)

39,440

(56 8%)
Zゝ  1 20 △ 0 88 △ 1 09 △ 1.81

老年人口

(65歳以上 )

14,206

(18 2%)

16,451

(21 9%)

17,870

(24 3%)

18,620

(25 9%)

20,350

(29 3%)
2 98 1 67 1 03 1 79

世帯数 22,550 22,435 23,460 24,040 24,590 △ 0_10 0 90 061 0 45

一世帯当人数 3 45 3.35 314 2 99 2.83
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〈将来人口の見通し (年齢層))

lifi頭 王:=:|■li:II:||11111
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〈将来人口の見通し (年齢層)〉

(単位 :人 )
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〈就業構造の見通し (産業大分類)〉

(単位 :人、%)

品
｀`ヽ 、ゝ

年

　

ヽ

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成36年
年平均伸び率

H7-H12 H12-H17 H17-H22 H22-H27 H27-H32 H32-H36

業人口総数 39,927 37,577 35,175 33,279 23,629 23,080 21,617 △ 1.21 △ 1.31 △ 1,1 △ 6.38 △ 0.47 △ 1.3(

第1次 産業
3,68[ 3,291 3, 2,679 2,032 1,916 1,729

△ 2.24 △ 1.04 △ 3,02 △ 5.38 △ 1.17 △ 2.0[

ω,2%) (8.8" 3.9" e.2%) 0.6" (8,3%) 0.0"

第2次産業
17,211 14,540 12,075 10,900 6,994 6,001 4,994

△ 3.32 △ 3.65 △ 2.03 △ 8.49 △ 3.02 △ 3.61
И
ｔ

υ
Ю (38.7り (34.5" (33.4%) ω9.6" (26.0" 93.1"

第3次産業
19,014 19,634 19,79( 19,034 14,603 15,163 14,894

0.64 0.16 △ 0.78 △ 5.lC 0.76 △ 0.3〔

(47.6の 62.3%) (56.6" (58.40/0)

“

1.8"

“

5.7%)

“

8,9%)

就業率 51.3% 49.9% 48.3% 47.0% 43.4% 40.5% 38,9%

1日

〈就業構造の見通し (産業大分類)〉

(単位 人 、 %)

年

項目
平成 7年 平成 12書 平成 174 平成 214 平成 26寺

年平均伸び率

H7●H12 H12TH17 H17-H21 H21-H26

就業人口総数 39,927 37.577 37,330 36,610 35,430 △ 1.21 △ 0,13 △ 0.49 △ 0.65

第 1次産業
3,685 3.291 2,880 2,650 2,430

A 2 24 △ 263 △ 2.06 △ 1.72
(92%) (8.8%) (7.7%) (7 2%) (6.9%)

第 2次産業
17,211 14,540 14,870 14,270 13,380

A 3 32 0 45 △ 1.02 ∠ゝ 1.28
(43 1%) (38.7%) (39.8%) (39.0%) (37.8%)

第 3次産業
19,014 19,634 19,580 19,690 19,620

0 64 △ 0.06 014 A 0 07
(47.6%) (52.3%) (52.5%) (53.3つ (55.4%)

就業率 51.3% 49.9% 50.7% 50.9% 51 0%
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≪肖」除≫ また、浪江・小高原子力発電所立地については、電力需要及び社会環

境の変化を踏まえ、地i或住民の安全確保と環境保全に最大限留意しなが

ら検討していきます。

さらに、立地予定地周辺への企業誘致に努めます。
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市街地地区については、都市計画マスタープランや中lb市街地活性

化基本計画の見直しなど市街地整備の基本方針を確立した上で、交通

に便利な市街地区域や各地域中心地等を対象に市街地内道路網や土地

区画整理事業地区等の見直し整備、さらには、市街地拠点施設や商業

環境、住環境等の整備を計画的に進め、魅力ある市街地の形成に努め

ます。

〈主要事業〉

施策区分 容内

市街地整備の
基本方針の確
立と市街地整
備の推進

○市街地整備の基本方針の確二
○土地区画整理事業の推進
○」R原ノ町駅、鹿島駅、小高駅周辺の市街地整備
の推進
○都市計画道路の見直し及び計画的整備の推進
○市董地拠点施設整備の推進

用途地域等の
見直しの検討

○都市計画区域、用途地域の見直しの検討

市街地地区については、都市計画マスタープランや中心市街地活性化

基本計画の見直しなど市街地整備の基本方針を確立した上でt交通に便

利な市街地区域や各地域中lb地等を対象に市街地内道路網や土地区画整

理事業地区等の見直し整備、さらには、商業環境、住環境等の整備を計

画的に進め、魅力ある市街地の形成に努めます。

〈主要事業〉

施策区分 容内

市街地整備の
基本方針の確
立と市街地整
備の推進

○市街地整備の基本方針の確立
○土地区画整理事業の推進
○」R原ノ町駅、鹿島駅、小高駅周辺の市街地整備
の推進
○都市計画道路の見直し及び計画的整備の推進

用途地域等の
見直しの検討

○都市計画区域、用途地1或の見直しの検討
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〈主要事業〉

施策区分 容内

防災・ 消防・

救急体制の充

実

○総合防災拠点施設等の整備

○ハザードマップの作成と総合防災訓練の実施

○広域消防施設の建設

○消防団組織の再編成の検討

○消防水利施設の整備推進

○防災行政無線のデジタル化とネットワーク化整備の
推進
○電源地域の緊急避難交通機関確保のための常磐線複
線化・道路網の整備促進
○海岸保全事業や治山・治水対策事業、市街地雨水対
策事業の促進要請

〈主要事業〉

施策区分 容内

防災・消防・ ○総合防災拠点施設の整備
数 思 1^雨」C/J冗

実
○ハザードマップの作成と総合防災訓練の実施

○広i或消防小高分署 (庁舎併設)の建設

○消防団組織の再編成の検討

○消防水利施設の整備推進

○防災行政無線のデジタルイじとネットワーク化整備の
推進
○電源地域の緊急避難交通機関確保のための常磐線複
線化 0道路網の整備促進
○海岸保全事業や治山・治水対策事業、市街地雨水対
策事業の促進要請

P59

〈主要事業〉

施策区分 容内

本庁舎・区役所庁

舎施設の再配置

整備の推進

○新市の本庁・区役所の再配置整備事業の推進

〇小高区役所庁舎建設事業の推進 (消防分署と併
設)

○既存区役所庁舎の耐震改修整備事業の推進

○本庁舎建設事業の推進

〈主要事業〉

施策区分 容内

本庁舎・区役所庁

舎施設の再配置

整備の推進

○新市の本庁 0区役所の再配置整備事業の推進

○小高区役所庁舎建設事業の推進 (消防分署と併
設)

○既存区役所庁舎の耐震改修整備事業の推進
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○歳入 (単位:百万円)

0歳出

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度平成22年度 平成23年度 平成24年度 子成25年度 平成26年度

地方税 9,553 8,664

也方譲与税

各種交付金

地方交付税 6.33( 7.263 20,203 16,22〔 15,598 12,82(

1普通交付税 5,36` 5,62〔 6.32C 6.826 7.259 7,338

1特別
=行

税

震災復興特男1交付税 7,263

か担金及び負担金 5

吏用料及び手数料

国庫支出金 3,072 2.93C 25.92( 10,897

県支出金 11331 17.971

財産収入

繰越金・繰入金 2,34( 10.528 21,698

諸収入 |,564 2,02〔

lt方債 3,981 3,452

歳入合計 30,191 29,71 29,902 33,44C 68.38 69,502 79,471 111438

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年虐 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

人件費 5,79` 5,534 5,46〔 5,521 4.55(

扶助費 3,024 3,291 4,28(

公債費 3,13〔

物件費 4,08( 4,349 13.686 21.811

維持補修費

補助費等 3,47〔 5,290

積立金 1.357 24,807 21,409 6,68(

投資・出資・貸付金

繰出金 2,381 1,855 3,088

投資的経費 5,27Z 5.46〔 5.834 18,441 26,701

1普通建設事業費 5,27` 6,37C

災害復旧事業費 2,299

歳出合計 29,332 28,83〔 29,013 27.744 62497 64854 66,46( 102,20〔

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度平成21年度 平成22年度 平成23年度平成24年度平成25年度 平成26年度

歳入「歳出 2,27[ 13,00( 9,22〔

実質単年度収支 △ 23[ △ 39C

累計収支 △ 213 ,849

財政調整基金残高 1,651 1,29〔 1.536 2,981 3,541

地域振興基金残高 2.22編

東日本大震災復旧・復興基

`
普通会計基金残高 7,928 7,278 45,85( 34.984

実質公債費比率



頁 新

P68

○歳入 (単位:百万円)

0歳出 (単位|百万円)

(単位:百万円)

※普通会計基金残高中、東日本大震災復興交付金基金については、残額見込額を平成33年度で国へ返還するものとして記載しています。

平成27年康平成28年度 F成29年 層 平成30年度 平成31年 度平成32年度平成33年度「 成34年度平成35年 度「 成36年目 平成37年 度

地方税 9,155 8,799 8,791

地方譲与税

各種交付金 1 1,447

地方交付税 12,78〔 8,689 8,28( 8,059 6.691

普通交付税 6.08( 5,609 5,701

1,00(

1震災復興特別交付税 5,696 5,00( 0

分担金及び負担金 11 111

度用料及び手数料

国庫支出金 12,371 9,451 3,994 2719

県支出金 59,03( 2.717 2,712

材産収入

保越金・繰入金 19,10` 2,209 3127

諸収入 1,527

地方債 2.33〔 2,398 2,35( 3,332 3.341 3.341 537(

歳入合計 142,32( 99,42〔 44,83{ 33,109 32,73( 30122 30p4( 32,77: 32.49(

平成27年麟平成28年度「 虚 9年凛 平成30年度平成31年度 F成 32年度 平成33年凛平成34年度平成35年度「 成86年療 平成37年繊

人件費 3,826 4,00〔 3,786 3.66(

庚助費 3,72 4,08( 4.198 4,335

公債費 5.031 2,947 2,994 3277 3,29〔

物件費 7805` 60.141 5.171 525(

醸持捕修費

哺助費等 4,00( 3,436 323`

蹟立金 1

投資・出資・貸付金 1200

保出金 4754 2,756 2.32( 2.977 3,244

腱資的経費 31,56{ 12,245 12,501

1普通建設事業費 11,567 12.09( 7.162 666( 4,46〔 7.46(

1災害復旧事業費

歳出合計 140,601 97684 43,97( 32.50〔 32,13( 31.486 30006 29,44( 32,172 31,39(

平成27年度平成28年 度平成29年 度「 成30年度平成馴年度 F成 32年凛 平成33年度 平成34年度 平成35年度 F成36年層平成37年 度

歳入―歳出 611C

実質単年度収支 △ 154( △ ( △ 3, △ 56〔 △ 531 △ 31 △ 51( △ 53( △ 394 △ 76(

累計収支 6,24[ 6,23( 5,631 3,345 2.57(

財政調整基金残高 5,34[ 3,41( 2,884

地域振興基金残高 11

東日本大震災復:8・復興基金 8,06( 7.581

普通会計基金残高 2748( 26,60 26,431 25,29〔 24.37( 1295( 11,303 6,581

実質公債費比率
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